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（１）
前号掲載の拙稿「少年院の現代史一昭和52年通達まで－」（以下，「前稿」
とする）では，少年院の現状を正確に理解し，その未来も予測するために，
現在の少年院の処遇および矯正教育の出発点となった昭和52年５月25日付の
矯正局長依命通達「少年院の運営について」（｢運営通達」「基本通達」など
と呼ばれるが，以下，「昭和52年通達」とする）が発出され，少年院の運営
改善がなされるまでの経緯を辿った。昭和52年通達発出のために少なくない
数の少年院が収容業務停止・廃庁へと追い込まれ，それに伴って生じたく現
（２）
場の混舌L〉に焦点化して詳論した理由の１つは，近未来に確実視される少年
（３）
院の統廃合によって，〈過去の再現〉が起こる可能`性が高いからである。
２少年院運営改善の目的
少年院におけるく現代史の幕あけ〉ともいうべき，この昭和52年通達が発
出された理由は，その元通達である昭和51年12月８日付の矯正局長依命通達
（４）
｢少年院運営の改善について」（以下，「運営改善通達」とする）の前書きに
簡潔に纏められているので，紹介しておこう。
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最近における少年院の収容状況を見ると，その収容率は極めて低率であって，効果
的な集団処遇はもとより施設の整備にも支障を来すに至っているが，この現状を打開
するため，少年院における処遇を充実し適正な少年院運営を図る必要に迫られている。
一方，法制審議会少年法部会においては，保護処分の多様化及び弾力化を図ることに
伴い少年院処遇の充実を期すことが期待され，当局においても少年院における処遇に
関する基本的構想を策定して同部会に提出し，その賛意を得たところである。矯正に
おける法制の改革は，処遇の実践を通じて得られる成果を基礎とした場合に円滑に行
われるものであるから，右構想に従い，現行法制の許容する範囲内において，現段階
から処遇の改善に努めることが必要であり，また，この方法を講ずることにより，現
行少年院の運営の充実を図り得るものと考える。
よって，当局においては，少年院を集約化し処遇内容を改善することにつき過般開
催した全国少年院長等会同において協議を尽くした結果により，右に基づく少年院の
運営につき，態勢の整った施設から可及的速やかに可能な限度で試行を開始し，その
経過報告を得てこれに検討を加え，明年四月一日正式に実施することとした。
３本稿の主題（幕間）
ところが，前稿は，家庭裁判所の少年院送致の激減により少年院が陥った
（５）
｢組織の存立すら脅かす深刻な危機」を強調し，カロえて予算も絡めて説明し
たために，昭和52年通達による少年院運営改善は少年院のく組織防衛〉や
く保身〉が目的と受けとられ，その本来の意義が的確に理解されなかった嫌
いがある。他方，少年院に関する言説を見かける度に，少年院を論じる際に
必須の知識や考え方が未だ共有されていないことを痛感することが多い。そ
こで，前稿末尾では「昭和52年通達以降の歩みを次稿の主題」とすると予告
したが，本稿では前稿の補論を行なうとともに，少年院研究に必要な基礎的
な考察を行ないたい。
Ⅱ教育における量の確保
１量は質を規定する
く収容業務停止・廃庁に伴って生じた現場の混乱〉として，前稿（129-
130頁）では湖南学院の例を「非行少年の質の地域差」の観点から紹介した
が，青森少年院（前稿ではあえて施設名を伏せた）のケース（前稿註54）で
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具体的に論じたように「少年院の「荒れ』は多角的な分析を必要」とするも
のであって，別の視点からの分析もありえよう。実際，昭和51年の「少年院
の逃走事故の発生率は，昭和三十八年以降最も多かった昨年に並ぶものであ
（６）
り，事故内容も，集団で教官を襲撃するなどの悪質な事例ｶｺﾞ跡を絶たな」か
（７）（８）
ったｶｺﾞ，来栖宗孝元仙台矯正管区長は次のように指摘する。
収容数の減少傾向の連年の継続と一部少年院の収容業務停止措置は，職員の不安と
動揺に拍車をかけていることも否めない事実である。これらの事態は，職員及び少年
の双方に対し，士気の沈滞をもたらす作用を及ぼすものであり，ひいては保安事故の
発生に無関係とはいえないであろう。まこと，「量は質を規定する」のである。
千葉星華学院，三重少年学院，岐阜少年院，千歳少年院が昭和51年４月に
収容業務停止と指定されたのは昭和49年11月（｢矯正施設適正配置計画に基
づく少年院の収容業務停止について｣）であり，また，昭和52年を振り返っ
た「現場の発言」でも「私達は，ただ“収容すること”のみに,|亡殺されてい
た三十年代の如き過剰収容は困るが，今日の如き“過少収容，，を決して歓迎
しているものではない。矯正の処遇（特に職員の意欲）は少なからず量（収
容少年数）に質が規定されやすい面があり，この点について常に自戒してい
（９）
ろところである｡」と裏書きされているよう|こ，まさに慧眼といえよう。
２集団処遇の教育的意義
だが，少年院送致の激減は，少年院の矯正教育に対して，職員のモチヴェ
ーションの問題を通して悪影響を与えるだけではなく，直接的な負因となる。
先に紹介（本稿１２）したように，運営改善通達も「効果的な集団処遇…に
…支障を来す」と指摘している。そもそも「集団処遇」とは形式的には集団
の形態で行なわれる処遇だが，「矯正教育を授ける施設」（少年院法第１条）
である少年院においては，少人数で多人数を効率よく管理・統制するという
機能より，〈集団が持つ教育的な力〉を使って行なわれる処遇である点が重
要となる。もちろん少年保護システムの全過程を貫く「処遇の個別化」の原
１７２
理は少年院でも最重要視されており，在院者一人一人に「個別的処遇計画」
という，その在院者に最も適切な教育プログラムを作成して，意図的・計画
的な教育・指導を組織が一体となって実施していることは（特別支援教育に
も先立つものでもあり）高く評価されるべきだが，集団処遇の教育的な意義
も決して忘れることができないものである。適正な規模の集団の中での人と
のつながりや相互作用から，社会性を酒養し，自発性を伸長し，協調性，忍
耐力を身につけさせることで，対人関係能力や問題解決能力を修得させ，社
会適応力を向上させる集団処遇は，対人関係がうまくとれずに社会不適応に
陥った非行少年には非常に効果的である。歴史的にみれば，少年院は発足以
来ずっと過剰収容に悩まされて，「…集団処遇においてある程度要請されざ
るをえない公平の要請に強くひきづられ，少年院の処遇を一定期間を条件と
した画一的な教育課程の消化をもってその教育が終了するという方向に傾斜
（10）
させ」られてしまい，そのこと自体ｶｺﾞ昭和52年通達発出の契機となったわけ
だが，昭和30年代末から寮内の反社会的インフォーマル集団を解体し，教育
（11）
的・更生的な寮集団づくりを目指した試みが始まり，昭ﾎﾟﾛ40年代半ばからの
｢過少収容」状況も相俟って，段誉褒陀はあるがＧＧＩ（後にPPC）といった
（12）
新しい技法も導入され，現場の職員によって集団処遇の実践的な研究力x盛ん
となり，より教育効果を促進するための集団処遇のノウハウが現場で育まれ
ていったのである。とりわけ，集団の持つ相互作用を活用した指導方法であ
る「集団指導」は，少年院では，集会指導，役割活動，クラブ活動，野外活
動訓練など，現在に至るまで活発に行われている。うまく集団の相互作用を
（13）
活用しｵﾆ集団指導の過去の実践例を再び紹介しておこう。
対象少年を等質集団としない点で興味深いのは，浪速少年院の罪障感覚せいプログ
ラムでの集会指導である。山口県光市母子殺害事件の被害者の出演ヴィデオを寮集団
に見せ，グループワークさせるのだが，重大事犯の少年だけでなく，軽微な事件の少
年も混在しているところがポイントだ。すなわち，凶悪事件以外の少年たちは世間一
般と同様に被害者の気持ちに感`情移入し，お互いの事件名は知らないことから，周囲
に凶悪重大事件の少年がいるとは知らずに，それを厳しく非難することになる。する
と凶悪事件に対する厳しい意見が，「縁遠い権威者」ではなく，同じ非行少年として
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少年院に収容された「仲間」の口から聞かされることで，重大事件の少年も初めて被
害者感情や社会感情の厳しさに気付くのだ。
少年同士の相互作用で「ゆさぶり」をかけて，巧みに「気づき」を促した
優れた教育実践と言えよう。だが，平成14年の少年院長等会同で「職員の集
団処遇力の向上を図るための方策」が議論されたように，「最近の若手職員
（14）
は，個別指導は得意だが，集団指導(ま苦手」と現場で職かれる一方で，「昭
和四○年代始めに少年院が集団指導を積極的に研究・導入した直後に拝命し，
（15）
集団指導に!慣れ親しんできた世代の職員たちが次々と退職し」ているのが少
年院の現状である。そこで，「2007年問題」ではないが，集団処遇・集団指
導のように現場で培われてきた知恵をベテランから若手へとで継承していく
（16）
ための「矯正ナレッジマネジメント」カゴ求められている。過剰・高率収容か
らのニーズが今や失われたとしても，より効果的な教育実践の必要性は厳と
して存在するからである。ともあれ，適正な規模での集団を編成することが，
少年院の矯正教育をより効果あらしめるための前提であり，昭和52年通達に
よる少年院の運営改善の本質的な意義もそこにあるのだ。少年院の運営改善
は時代や社会の状況の変化に応じて，その後も自らを革新（イノヴェーショ
ン）し続けているが，平成19年のく短期処遇の再改編〉における「特修短期
（17）
処遇の集約ｲﾋ」の狙いも「適正規模の集団編成」にある。
特修短期処遇の新収容人員が大幅に減少していることを受け，同処遇を実施する少年
院の多くにおいて，少年院処遇の特色の一つである集団処遇の実施が困難になってい
たことから，今回の改編では，適正規模の集団を編成して効果的な指導を行うために
実施施設を集約する…
３小学生の少年院収容
平成19年５月９日付の読売新聞朝刊の「論点」に東京弁護士会「子どもの
人権と少年法に関する特別委員会」前事務局長の肩書で，川村百合弁護士が
｢少年法改正法案調査・処遇なお残る問題」という投稿を行なっていて，
その中に次のような件があった。
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二つ目は，小学生でも少年院に送致できる内容となっていることである。裁判所の
選択肢が増えるのは良いことだと説明されている。だが，それは，裁判所が，家庭的
雰囲気での「育て直し」を理念とする児童自立支援施設と，集団的規律を重んじる少
年院のどちらがその子にふさわしいかを，常に正しく判断できるという仮説を前提に
した論であり，大いに疑問である。
（18）
その主旨である児童自立支援施設と少年院の比較１まさておき，同弁護士自
身が「マスコミは，繰り返し『触法少年事件の増加・凶悪化」と言うが，実
は，触法少年による重大・凶悪な事件は，統計的には決して増えていない｡」
と指摘するように，少年院法（少年法ではない）第２条が改正されても，小
学生の非行少年の少年院送致の数は年間１桁程度だろうから，各矯正管区内
（19）
の指定された少年院に収容されれば適正規模の集団編成'よ不可能なことが予
測されるので，「集団的規律」云々は無意味である。おそらく同弁護士は小
学生在院者も他の在院者と一緒に処遇されると考えたのだろう。だが，一般
短期処遇の少年と特修短期処遇の少年とは寮舎，学科・実科教室を別にして
（20）
処遇を行なう「分離処遇」カゴ原日Ｉとされ，短期処遇と長期処遇の場合も同じ
扱いであり，このような分離処遇は昭和52年通達にも明記されて，少年院処
（21）
遇の原H1となっている（共犯者，地元の不良ｲ中間，対抗する暴走族等の少年
が同じ少年院に送致された場合も分離処遇である)。実際，今回の法改正で
少年院に収容が可能な年齢が「十四歳以上」から「おおむね十二歳以上」と
（22）
なったため，昭和52年通達と平成８年11月27日付の矯正局長通達「少年院に
おける教育課程の編成，実施及び評価の基準について」をともに一部改正し，
平成19年９月１日から長期処遇の「教科教育課程」に新たな「処遇課程の細
分」として小学生在院者を対象とする「Ｅ３」を設けるとともに，平成19年
10月19日付で矯正局長通達「14歳未満の在院者の処遇について」を発出して，
小学生在院者を他の在院者とは「居室，教室等を分離して処遇すること。た
だし，行事，クラブ活動等について，小学生在院者以外の在院者との交流を
持たせる必要がある場合には，共に処遇することができる」とした。要は，
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小学生在院者のためのく処遇のコース〉を新設して，分離処遇の原則も従前
通りに貫かれたのである。このようなく処遇のコース〉は別に目新しいもの
ではなく，少年院には以前（昭和52年通達で制度化）から存在していたが，
分離処遇の原則も併せて，その意義を次章で考察する。
Ⅲ教育機関としての少年院
１分類処遇の意義
少年院の処遇の基本的制度に「分類処遇」がある。分類処遇制度としては，
（23）
初等少年院，中等少年院，特別少年院，医療少年院の４つの「種51｣，短期
（24）
処遇（一般短期処遇と特修短期処遇）と長期処遇の３つの「処遇区分」（ま知
られているが，矯正教育を考える点で重要なのは，昭和52年通達で新たに設
けられて，その後の５回の通達改正によって整備されてきた「処遇課程」や
（25）
｢処遇課程の細分」である。一般短期処遇(よ「短期教科教育課程（SE)」と
｢短期生活訓練課程（ＳＧ)」の２つの処遇課程があり（処遇課程の細分はな
い)，長期処遇は「生活訓練課程（G)｣，「職業能力開発課程（Ｖ)｣，「教科
教育課程（E)｣，「特殊教育課程（Ｈ)｣，「医療措置課程（P，Ｍ)」の５つの
処遇課程があり，それらは更にＧ１，Ｇ２，Ｇ３，Ｖ１，Ｖ２，ＥＬＥ２，
Ｅ３，Ｈ１，Ｈ２，ＰＬＰ２，Ｍ１，Ｍ２の14の処遇課程の細分があって，
特修短期処遇は処遇区分が処遇課程を兼ねているため，少年院には計17の
く処遇のコース〉があることになる（それを各少年院が分担して実施してい
（26）
ろ)。運営改善以前は長期処遇しかなく，先にも紹介（本稿１２）したｶｺﾞ，
かつての少年法改正論議で「保護処分の多様化」を求められたことを考えれ
ば，隔世の感があるだろう。このような分類処遇には主に２つの目的がある。
１つは施設内処遇の欠点として常に挙げられる「悪風感染の防止」である。
つまり，分類をせず同一の施設内で混合収容することは，犯罪性の促進やそ
の新たな学習を招来する危険があり，適正な集団を編成することで，職員の
徹底した指導と相俟って，それを防止するのであり，このことは共犯分離な
（27）
どの分離処遇の原HUにも当てはまる。更に，より積極的な目的として，教育
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効果の促進がある。対象者が同質・等質集団の方が一般に教育効果は上ｶｺﾞる
ことから，少年を共通の特`性や共通の教育上の必要性を有する者ごとにグル
ーピングし，その集団に最も適切な教育や指導を行なうことで，その効果を
高めることを狙いとしているのだ。処遇課程とその細分こそ，まさに対象者
の教育上のニーズからの分類（教育分類）であり，矯正教育を考える上で重
要となる所以である。
２収容と教育
以上のように，昭和52年通達による少年院運営改善の目的や内容，更に，
昭和52年通達の具体化を図るために昭和55年に発出された矯正局長通達「少
（28）
年院における教育課程の編成及びその運用|こついて」によって少年院に「教
育課程」が導入されたことなどから，少年院の制度や実態において，今や
く教育〉が鍵概念となっていることは明らかであろう。少年院はく教育〉と
いう観点で（再）構築された組織なのだ。従って，現状を批判するにせよ評
価するにせよ，その前提として少年院の制度および実態を理解するには，
<少年院は教育機関である〉という認識が必要となってくるだろう。これに
対し，少年院の組織目的としてく教育〉だけでなく，〈収容〉をも掲げる矯
正関係者もいる。たしかに，少年院の前身である矯正院は，矯正院法第１条
で「矯正院ハ少年審判所ヨリ送致シタル者及民法第八百八十二条ノ規定ニ依
り入院ノ許可アリタル者ヲ収容スル所トス」と規定され，〈収容〉を唯一の
目的とする組織だったが，少年院法第１条は「少年院は…を収容し，これに
矯正教育を授ける施設とする」と規定されたため，〈収容〉とく教育〉を並
置しているようにも読める。しかし，〈教育〉を唯一の目的としたく教育機
関〉であることは，形式的には，少年院法そのものの文理解釈から導き出さ
れよう。すなわち，〈収容〉とく鑑別〉の２つの目的を有する少年鑑別所が，
少年院法第16条において「少年鑑別所は…を収容するとともに，…資質の鑑
別を行う施設とする」と規定されたことからして，もし少年院がく収容〉を
も目的としていたならば，少年院法第１条も「少年院は…を収容するととも
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に，これに矯正教育を授けることとする」と修正されていたはずである（傍
点は筆者)。ところが，そうはせずに，現行のように「少年院は…を収容し，
これに矯正教育を授ける施設とする」と規定したということは（傍点は筆
者)，「収容は矯正教育の前提をなすもの，非行少年の教育を実現するための
（29）
手段方法」と解するのが合理的である。また，少年院力i教育機関であること
は，実質的にも，少年院がこれまで積み重ねてきた教育実践そのものが物語
っている。そのことは，少年院の教育実践を担ってきた少年院の職員に教員
（30）
免許保有者が占める割合が多し､事実とも符合する。
３矯正教育学の確立
（31）
とはいえ，〈少年院の矯正教育Iま教育とはいえない〉と見る向きもある。
少年院スタッフの熱意と「教育をしている」という自負は強い。しかし，ここでは
その限界を指摘しておかなければならない。教育が教育であるためには，自発性が尊
重され，自由な言動が保障されることが一番大切なはずだ。自由権の一部を制限して
行う少年院の実践が真の教育に高まる可能性がどれくらいあるのだろうか。／この本
質的な疑問は少年院教育の随所に難問となって現れる。教育の手法として集団討議を
させたとする。しかし，その場では本人のプライベートな情報（住所や地域に関する
こと，友達に関することなど）を含んだ発言をすることは禁止される。そのためどう
しても討議内容は抽象的で深まりのないものとなってしまう。
元家庭裁判所調査官による少年院の矯正教育に対する評価として，少年院
関係者は重く受け止めるべきだが，気になる点も幾つかある。第１に，先に
論じたこと（Ⅲ１）とも関連するが，施設内処遇では「悪風感染の防止」の
ために非行事実も含めたくプライベートな情報を含んだ発言の禁止〉は当然
（32）
のことで，「自由度の高し､特徴」と高く評価されている児童自立支援施設で
は禁止されていないのだろうか。第２に，「集団討議」は，実際には，問題
群別指導などでグループワークをする際，〈プライベートな`情報を含んだ発
言〉の全てが禁止されているわけではない。例えば，愛光女子学園は「指導
方法としては，主としてグループ討議を行っている。討議のルールは，地名
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や個人名など固有名詞を出さない，グループでの話は日常生活に持ち込まな
い，他者と意見が全く合わない場合でも，非難や否定をせずに建設的に話す，
の３点である。これを守ることを前提に，日常生活では許されていない話
(非行事実，本件非行時の気持ち，被害体験，被害者の状況等）を率直にで
（33）
きる場としている」し，多摩少年院のグノレープワークの「基本的な方針」も
｢安心して自由に話せる場であることが前提となる。そのため，導入の段階
での枠組み作りが特に重要である。…また，成績には関係なく，自由に何で
も話してよいが，この場で出されたことは秘密にし，口外しないこと，嘘や
（34）
ごまかしはしなし､ことについて約束させる」としている。第３に，〈プライ
ベートな情報を含んだ発言の禁止〉によって，逆に教育効果を上げられる場
合もある。その実例は，Ⅱ２で紹介した浪速少年院の罪障感覚せい指導での
グループワークである。そこでは「お互いの事件名は知らないこと」がポイ
ントとなっているのだ。そもそも「自由権の一部を制限」することの全くな
い教育が存在するのか疑問もあるが，このような批判に対しても，応えられ
るよう，少年院で行なわれている矯正教育も学としてきちんと確立する必要
がある。矯正教育は「一般の教育と同一の目的をもつ」ものであり，「矯正
教育というものは，特殊教育一般がそうであるように，教育の対象が特殊で
あるということ以外に，教育目的や教育内容に特殊性があると考えてはなら
（35）
ないのである」とされる。矯正教育を「特殊教育」と同様に位置付けるわ(ナ
だが，「社会教育」を社会問題教育，つまり，社会問題克服のための学習援
（36）
助とする立場からは，矯正教育も社会教育に包含される。いか|こして実践と
（37）
しての矯正教育を学たらしめるか，課題|ま山積である。
Ⅳおわりに
少年院に関する文献,情報が限られているため，本稿でも「少年院の参観．
（38）
見学の際に矯正職員への聞き取りも行い，その証言も参考Iこした｣。なお，
筆者の少年院研究は，少年院に勤務する職員およびＯＢ・ＯＧに依るところ
が大きいが，文責が筆者にあることは言うまでもない。ただ，得られた証言
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（39）
は，常に証言者の勤務歴や施設などのコンテクストに照らして充分に'】今味し
た上で，他の複数の職員から同様の証言内容が得られるなど，必ず他の情報
(文献によるものを含む）と照らし合わせて，その信懸性を確認した上で用
いている（それゆえ，ヒアリングの実施日時，施設名，職員名などを明示し
なかった)。それは，少年院に関する文献調査および少年院参観でのヒアリ
ングを通して，「施設の歴史（開庁経緯を含む）や伝統，施設を取り巻く風
土（自然環境）や地域文化，地域住民との関係，交通の便，社会資源や近隣
施設の有無，建物の構造や配置，被収容少年の属性・資質や犯罪傾向の進度，
一般職員気質，幹部職員人事など様々なファクターの組み合わせから」（前
（40）
稿126頁)，少年院は全52庁ｶｺﾞ１つとして同じものではないこと，それゆえ，
個々の少年院への参観や調査研究で得た情報や知見を安易に一般化すべきで
はないこと，この２点に関して今や確信を抱いているからである。前者に関
連して，たとえ同一の少年院でも，例えば，施設長や首席専門官など幹部職
（41）
員の定期ﾛｩな異動によって，以前とは全く異なる処遇や教育を行なうように
なることも実際にあり（少年院は生き物であり，動態的に把握する必要があ
る)，これも後者を裏付けることになるだろう。ことほど左様に，少年院を
研究すること，少年院を論じることは難しいのである。
（１）比較法制研究30号（2007年）115-137頁。
（２）少年院全52庁はそれぞれ異なること（前稿125-126頁参照）を「非行少年の
質の地域差」という観点から説明するためでもあった。
（３）前稿註61で言及した，平成19年度をもって宇治少年院が収容業務停止・廃庁
となり，その跡地に京都医療少年院と大阪医療刑務所が移転・統合されて「西日
本矯正医療センター」となる計画は，今津武治「京都医療少年院の現状と課題」
刑政118巻11号（2007年）５１頁も参照されたい。ただ，両施設の医療スタッフの出
身大学医学部の違いなど，統合には幾つかの課題も考えられる。同じく前稿註６１
で紹介した，関東医療少年院と神奈川医療少年院が八王子医療刑務所などと統合
して立川基地跡に移転する計画は特定国有財産整備特別会計として両少年院など
を財源に認められた由（法務省矯正局総務課職員係＆施設係＆予算係「平成二○
年度矯正予算の概要」刑政119巻５号［2008年］６９頁)。
（４）運営改善通達は昭和52年通達による少年院運営が開始された昭和52年６月１
日をもって廃止された。なお，本文にある通り，正式実施は４月１日を予定して
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いたが，「一部の矯正管区で関係機関との協議が予定どおりに進まなかったことも
あって，試行が遅れ正式実施も予定通り開始の運びとならず，六月一日に持ち越
された」（小野義秀「昭和五十二年の矯正を回顧する」刑政88巻12号［1977年］１６
頁［同『矯正行政の理論と展開」（同書刊行会，1989年）に改題して所収])。
（５）小野義秀「少年院運営の改善について」刑政88巻６号（1977年）１２頁（同
「矯正行政の理論と展開』［同書刊行会，1989年］所収)。
（６）土橋英幸「一九七六年の矯正を回顧する」刑政87巻12号（1976年）１６頁。
（７）逃走件数に関しては，矯正統計年報とメディア報道とで一致しないこと，法
務省内でも部署によって必ずしも一致していないことなど注意を要する。ともに
逃走の定義や基準（既遂の判断など）が異なるためかもしれないが，後者は矯正
統計年報に記載されたデータ全体の信頼性にも関わってくる。例えば，「第106矯
正統計年報Ⅱ』の「平成17年少年院別入出院事由別人員及び１日平均収容人員」
によれば平成17年は２件だが（関東医療少年院と有明高原寮)，法務省矯正局「平
成一七年の矯正の回顧」刑政117巻３号（2006年）118頁は「逃走三件」としてい
る。おそらく矯正統計年報が同年６月21日に大分少年院で発生した逃走（同日及
び翌日付の共同通信など参照）をカウントしなかったのだろう。翌22日には関東
医療少年院でも逃走が発生したので，現場でも話題になった保安事故である（偶
然にも，翌23日に別の少年院に学生を引率しての参観があり，中庭で運動する少
年たちを視線内戒護で取り巻く職員の数が通常より多いように見受けられた)。こ
の逃走には無関係だが，拙稿「知恵は現場にあり－矯正エスノグラフイ－」刑政
116巻２月号（2005年）９３頁で指摘した矯正建築の保安上の問題点は大分少年院の
ことである（板垣嗣広「矯正施設参観記四大分少年院」矯正講座24号［2003年］
242頁でも，同様の問題意識からの指摘がなされていたので参照されたい［ただ，
「待機室から中庭側にドア」は存在しており、あくまでもネックなのは「せせら
ぎ」である])。この逃走に関わる大分少年院の施設配置の問題なども含めた矯正
建築については，いずれ稿を改めて論じたい。
（８）来栖宗孝「少年院における事故について－つの組織論的間接的考察」刑政
８７巻２号（1976年）１９頁（同『刑事政策の諸問題一矯正施設論一』［同書刊行委員
会，1980年］所収)。なお，逸見勉「少年院における事故について－現場からの－
考察一」刑政87巻２号（1976年）２４頁も「最近の悪質な逃走事故は，まさに「収
容減の生んだ落し子」といえよう」としている。
（９）桶川一平「今年をふりかえって」刑政88巻12号（1977年）５９頁。
(10）小野・前掲註５論文（1977年）１８頁。
(11）土持三郎＆森田祥一＆山元忠治＆丸山貞夫＆福田紀夫＆貞島隆親＆妙円薗章
（多摩少年院集団指導研究班）「集団指導の歩みと今後」刑政76巻７号（1970年）
38-45頁参照。
(12）例えば，菊池正彦「批判集会一少年院の矯正活動における一つの可能性一」犯
罪と非行７号（1971年）32-60頁（同「矯正処遇の課題一未来への処方一』［同書
刊行会，1995年］所収）など参照。
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(１３）拙稿「修復的司法と矯正教育における被害者の視点」刑政115巻６号（2004年）
２０頁。この浪速少年院の試みの詳細は，西尾泰男＆田中俊明＆大田真史＆中西誠
＆桝實剛「罪障感の覚せいを図る集会指導の試み」矯正教育319号（2001年）１６８
－１７６頁，西尾泰男「罪障感の覚せいを図る集会指導の試み」矯正教育研究46巻
（2001年）26-36頁を参照されたい。
(14）拙稿・註７論文（2005年）９１頁。なお，「学級崩壊が起こるように，学校教員
も集団指導力が落ちており，社会全体の変容が背後にある」（同91頁）と指摘した
が，少年院の法務教官に占める教員免許保有者の割合の多さ（平成17年版「犯罪
白書』265頁の「少年院職員の免許保有状況」参照）に着目すれば，両者はもとも
と重なっているのだろう。
(15）拙稿・註７論文（2005年）９２頁。
(16）拙稿・註７論文（2005年）以来，少年院の職員研修や研究会（広田照幸教授
らが主宰する「矯正施設における教育研究会」での平成18年５月20日の講演）な
どで指摘している（拙稿「外から見た矯正の現状と課題」「第44回高松矯正管区管
内篤志面接委員研究協議会記録」［2006年］30-44頁，特に註20を参照されたい)。
なお，古賀正義「｢経験知』を受け継ぐ（刑政時評)」刑政118巻８号（2007年）
104-105頁参照。
(17）法務省矯正局少年矯正課「少年院における新しい短期処遇について」刑政118
巻５号（2007年）４７頁。なお，林和治「少年院における新しい短期処遇について
一般短期処遇の処遇課程の改編と特修短期処遇施設の集約化一」家裁月報59巻
６号（2007年）３０頁も参照されたい。
(18）同弁護士のような比較論はよく見かけるが，そのルーツは初代国立感化院長
だった菊池俊諦の「感化教育』（教育研究會，1923年）２０頁の「感化教育は比較的
自由を標榛する家庭的愛の教育であるが，矯正教育は所謂厳格なる紀律を要求す
る比較的強制教育である｡」という記述にあるようだ。「矯正教育」という用語の
初見とされる同書だが，その出版年（矯正院法の施行年であり，１月に多摩少年
院と浪速少年院が創設されたが，収容開始は多摩が７月で浪速が11月）から分か
るように，「もちろん矯正院の活動実績皆無の時期であり，法案審議の過程での論
議に基づく推論に違いない」（士持三郎「｢矯正教育』概念の形成をめぐって」矯
正教育研究40巻［1995年］５２頁。保木正和「序説」「矯正教育の方法と展開一現場
からの実践理論』［矯正協会，2006年］１９頁にも同趣旨の指摘がある）のであって，
制度や実`情も知らずに断定する点も最近の比較論と共通している。なお，家裁の
処分選択に対する「疑問」には首肯しうる部分もある。実際，行動科学の専門家
である鑑別技官が少年院への収容保護と鑑別判定したにもかかわらず，その４割
は保護観察，試験観察などに審判決定されている。新入院者の５割近くが保護処
分歴のある少年院側からすれば，〈処遇困難，手遅れになる前に送致してほしい〉
という不満となっている。加えて，少年院送致と審判決定されても，短期処遇の
新入院者の４割は長期処遇と鑑別判定された少年なのが実情である（長期と鑑別
判定されながら，開放的な特修短期と審判決定される少年もいる！）。本来，短期
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処遇は「少年の持つ問題`性が単純又は比較的軽く，早期改善の可能性が高い」が
ゆえに短い収容期間となるのであって，長期処遇と鑑別判定された少年を短期間
で立ち直らせるのは至難であり，一緒に処遇される残り６割の少年にも影響する。
少年院もその一部である少年法のシステム全体がどう運用されているのか，家裁
の処分・処遇選択は適正なのか，どのような少年が入院してくるのかなどを論じ
ずに，少年院だけを取り上げて（例えば，仮退院者の再処分率を基に）少年院の
矯正教育の効果を評価するのは無意味であろう。
(19）実際には，予測したような８つある矯正管区に男女各１庁ずつ（ただ，名古
屋矯正管区には女子の少年院がない）とはならずに，赤城少年院，青葉女子学園，
和泉学園，貴船原少女苑（以上，教科教育課程などの場合)，神奈川医療少年院，
宮川医療少年院（以上，特殊教育課程の場合)，関東医療少年院，京都医療少年院
（以上，医療措置課程の場合）の８庁が指定された（大熊直人「少年法等の一部改
正と少年院処遇の充実」刑政119巻６号［2008年］４０頁)。このように東日本と西
日本に分けて「広域収容」としたのは，処遇・教育を担当する職員の配置や処遇
環境の問題などともに，（前述の特修短期処遇の集約化と同様に）集団編成の可能
性を追求した結果だろう。
(20）朝礼，行事その他の処遇に関しては，必要性があり，特段の支障がなければ，
両者を併せて処遇することも可能である。
(21）しかし，同一事件ゆえ入院時期が同じとなると出院準備教育過程で寮が同じ
とならざるをえなかったり，帰住先が同じ地元で再び顔を合わせる可能性が高い
ケースもあるので，むしろ出院後の交友関係の在り方について，出院前に当人同
士で直接話し合う機会を設ける試みもある。例えば，小島弘美（愛光女子学園）
「共犯・知人関係の指導について」矯正教育研究44巻（1999年）27-32頁，高橋芳
明（置賜学院）「共犯・知人関係者指導について－同時期在院者を中心として」矯
正教育研究46巻（2001年）55-65頁，友利博行＆林信行＆高木敦司＆浅田登志男
＆小野寺宗善「瀬戸少年院における共犯者処遇の取組について」日本矯正教育学
会第４２回大会発表論文集（2006年）198-201頁など。
(22）厳密に言えば，今回の一部改正の元通達は平成３年６月1日付の矯正局長依
命通達「少年院の運営について」である。
(23）少年院法第２条に規定されており，「種別」と言われるが（例えば，昭和25年
６月６日付法務府告示「少年院の種別を定める件｣)，最近は少年審判規則第37条
第１項にあるように「種類」と言う現職も多い。
(24）運営改善通達と昭和52通達で（一般短期処遇と交通短期処遇からなる）短期
処遇が設けられたこと，その後，昭和52年通達が平成３年に全部改正され，交通
短期処遇が特修短期処遇に「発展的改編」されたことは，前稿125頁，122頁参照。
(25）更に各施設で行われている，薬物問題，性問題，家族問題，交通問題など共
通する問題性に焦点を当ててグルーピングして少人数で行なわれる「問題群別指
導」も分類処遇制度に含まれよう。
(26）正確には，運営改善通達以前にも短期処遇は一部の施設で実験的に試行され
少年院研究の基礎（緑川）１８３
ていた・田上俊「短期処遇の誕生と改善施策について」駿府学園創立50周年記念
誌（1999年）３０頁は「少年院における短期処遇の系譜には，二つの系列があると
言われている。その一つは，昭和32年12月の和泉少年院（現在，和泉学園）にお
ける一般短期処遇，他の一つは，昭和44年５月松山少年院（現在，松山学園）に
おける交通短期処遇の系譜である。…以後，この二つの系譜に即して，全国の短
期少年院の処遇は発展を遂げたといっても過言ではない｡」とする。なお，横山実
「少年院における処遇の展開」佐藤司古稀祝賀「日本刑事法の理論と展望』下巻
［信山社，2003年］410-411頁も参照されたい。
(27）一般短期処遇と特修短期処遇，短期処遇と長期処遇の各対象者を分離処遇す
るのは，心情の安定という目的もある。平成14年10月４日に入所する児童４人が
寮で当直する職員を殺害し金品を奪って逃走した事件もあった児童自立支援施設
「愛知学園」は，実は積極的に短期処遇を導入していたが，川出晃睦「愛知学園で
の取組一短期処遇をめぐって」刑政110巻３号（1999年）７６頁によれば，「生活す
る場所の関係から，短期処遇の児童と長期の児童が－体で生活してい」て，「長期
に愛知学園で生活しなければならない児童にとって，次から次へと退所していく
ことを目の当たりにすることは，かなり辛い思いをすることにな」ると分離処遇
しないことの問題を自覚していたのは気になる点である。ちなみに全国児童自立
支援施設協議会編『新訂版児童自立支援施設（旧教護院）運営ハンドブック』（三
学出版，1999年）416頁には「長期間施設生活を送る子どものなかに，短期自立支
援を希望する子どもが入ることは，長期の子どもに不満が生じることが考えられ，
指導・援助面で混乱をきたしやすい｡」とある。
(28）同通達は（Ⅱ３でも紹介した）平成８年11月27日付の矯正局長通達「少年院
における教育課程の編成，実施及び評価の基準について」によって抜本的に改訂
された。
(29）研修教材『少年院法」全訂版（矯正協会，2003年）２３頁。なお，赤城少年院
は，特異な設計思想（稿を改めて論じる予定である）に基づいて建てられたため，
寮舎と教育棟・体育館などが渡り廊下で連絡されず距離もかなりあり，しかも，
収容区域を囲むネットフェンスも無かったため，職員が少ない週末は体育館で運
動をさせることもできなかったが，平成18年にネットフェンスが完全に設置され
たことで，週末も安心して少年を体育館に出せるようになり，教育活動も充実し
た。〈保安〉とく教育〉は常に対立的な関係概念として捉える必要はないというこ
とである。
(30）平成17年版『犯罪白書」265頁の「少年院職員の免許保有状況」参照。外国の
矯正職員と異なる日本の矯正職員の特徴は，－人の職員が保安から教育，更には
炊事や運転業務などあらゆる機能を担っている，とされるが，lliiiえるなら，刑務
官はガードマンが時に教員も兼ねるのに対し，法務教官は教員がガードマンも兼
ねている，と言えよう。
(31）藤原正範『少年事件に取り組む－家裁調査官の現場から－』（岩波新書，２００６
年）81-82頁。
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(32）藤原・註31前掲書122頁。
(33）首藤めぐみ＆松山聖子＆諸井隆子「被害者の視点を取り入れた問題群別指導
の実践と展望一愛光女子学園の取組み－」矯正教育研究（2005年）16頁。
(34）荘司みどり「薬物問題へのアプローチー少年院における実践から－」犯罪と
非行148号（2006年）６４頁
(35）副島和穂「矯正教育の本質」同編「矯正教育概論』（有斐閣双書，1981年）１
－２頁。その後，同「矯正教育序説』（未知谷，1997年）所収。
(36）大串隆吉『社会教育入門」（有信堂，2008年）参照。
(37）少年院はその制度や矯正教育に関する正確かつ充分な知識がなければ，その
実状を正しく認識・理解することは不可能であり（前稿116-119頁で詳述)，少年
院の矯正教育に外在的な教育学の概念や理論を闇雲に当てはめるよりも，まずは
少年院や矯正教育に対する内在的理解を深めることから始めるべきである。
(38）前稿115頁。なお，山口昌男「｢挫折」の昭和史』（岩波書店，1995年）３１頁に
「…現代史の面白いところは，身の周り，日常生活の手の届くところに貴重な証人
がいくらでもいるということである」とあるように，ある矯正施設からの帰りに
車で送ってくれた職員が，×年前までは少年院に勤務していたとして関西の施設
名を挙げられたので，「その年はく暴動〉がありましたよね？」と聞いたところ，
それに直接関係していたことを告白され，駅に着くまで貴重な証言が得られたこ
ともあった。なお鈩元実務家（地方更生保護委員会委員長経験者）の研究者から
「矯正に特定の情報源がいるのか？」という質問を受けたが，「ディープ・スロー
ト」（カール・バーンスタイン＆ボブ・ウッドワード「大統領の陰謀』［文春文庫，
1980年］参照）のような特定の情報源は存在しない。
(39）例えば，最近は少年院の次長のポストに１部（刑務所）出身の職員が就いて
いる施設が多く，少年院勤務が初めてというのがほとんどである。その場合，そ
れを知った上でヒアリングを行ない，その証言内容も1部出身であることを踏ま
えた解釈をする必要がある。ヒアリングの対象者が２部（少年院・少年鑑別所）
の職員であっても（例えば，前稿119頁で指摘したように，本省・管区勤務ばかり
で現場勤務の経験がほとんどない場合もあるので)，同様な手続が求められること
は本文の通りである。ゆえに，特定の少年院への調査で施設名や職員名などが伏
せられた報告書などは，全ての少年院，全ての法務教官も同様であるかのような
過度の一般化など少年院研究をミスリードする危険がある（清田勝彦教授らの社
会調査実習報告書『非行少年の処遇と更生（暴走族・薬物非行を中心に）－関係
諸機関におけるインタヴュー調査から－」［福岡県立大学人間社会学部社会学科，
2007年］はこのような学問的検討も可能な点で貴重である)。
(40）愛知，岡山，帯広の各少年院を例に，「同じ処遇課程」でも「矯正管区ごとの
地域差」と各施設の「教育部門の（首席専門官以下の）職員数」の違いから，過
剰・高率収容がもたらす「職員負担」の実際も施設ごとに異なり，「充実した矯正
教育が実施可能な環境」かどうかにも差異が生じることは，拙稿「修復的司法は
新たなユートピアか－少年院の「被害者の視点を取り入れた教育』からの考察」
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犯罪と非行146号（2005年）註12と註26で分析した（註27では，「交通の便，社会
資源…の有無」によるゲストスピーカーをめぐる施設間格差の問題を指摘した)。
(41）他方で，異動の少ない一般職員は地元出身者も多く，施設を取り巻く地域性
や施設特性の影響を強く受けて，各施設の処遇・教育の特色化に関わってくる。
